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1.はじめに

第四次全国総合開発計画では、東京一極集 中

の是正と地方圏の戦略的。重点的整備を内容とす

る多極分散型国上の形成が基本 目標とされた。こ

の基本 目標を達成する手段として総合的な地域開

発を活用する二つの法制度が制定された。その一

つが、平成4年 8月 から施行された「地方拠点都市
地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に

関する法律」(略称「地方拠点都市法」)であり、多

極分散型国上の形成という国土政策の面から地方

の自立的成長と国上の均衡あるヽ発展を図ることを

目的としている。

また、現在の国土計画が掲げる課題として地方定

住圏構想がある。大都市圏への人 口と産業の緩和

を、地方都市圏での人 日の定着をもつて進めてい

こうとするものであり、対象とする地方拠点都市地域

は、このような地方都市圏形成には行政域を超える

広域行政圏計画が必要であることを認識した地域

計画である。

地方都市圏での人 口定着をはかるうえで、どのよ

うな地方都市圏の構造がありうるのか、また、どのよ

うな政策をとることがより効率的であるか、行政域を

超える計画策定には何が課題かを明らかにすること

の意義は大きい。

地方都市圏を扱った既存研究をみると、都市の

成長をもたらす多様な要因の特定化や都市活力の

ランキングに主眼がおかれている。また、既存の研

究では都市を比較していることが多く、地域を広域

都市圏としてとらえる分析が少ない。

本研究では、地方拠点都市法で指定された地域

を対象に、中心都市とその周辺地域という観点から

都市圏構造を分類化し、地域特性を考えた整備対

策の必要性を明らかにする。

2.地方拠点都市法の概要

2.1地 方拠点都市法の経緯

平成2年 の国勢調査において全国十人道県の人

口減少が明かになつたことが指摘される。(前 回昭

和 60年調査では東京都、昭和 55年調査では秋 田

県一県の減少であつた)このうち14県 において県内

人 口第一都市で人 口が増加するなどの傾向もみら

れ、地方における人 口定住と県内の均衡ある発展

にも配慮した都 市整備 の必要性が強く認識され

た。

このような状況の下で施行された地方拠点都市
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法は、国土庁の「地方圏整備法案」、自治省の「中

核広域行政圏構想」、建設省の「地方拠点都市開

発整備促進法案」、通産省の「産業業務機能再配

置促進法案」、郵政省の「情報拠点都市構想」を

調整したものである。

地方拠点都市地域計画の概要は、以下に記す

事柄である。

○目標
。若者にとって魅力ある「職・住・遊・学」の備わつた

新たな生活空間を創造
・地域における創意工夫を生かした地方の自立的

成長

○整備のイメージ

・魅力ある職業機会 (拠点都市の業務機能集積 )
・都市的なにぎわいをはじめとする多様な都市機能
の集積
・良好な居住環境の向上
。公共施設の整備

2.2地 方拠点都市地域の指定方法

地域指定に関しては、実際に人 口30万以上の都
市を対象とし、都道府県知事が地域指定をおこな
い、関係市町村が共同計画を策定し、都道府県の

権限をここへ移譲する。

地方拠点都市地域は、首都圏の近郊整備地帯

など以外の地域で、他方の発展の拠点となるべき

地域で、次の点に留意して、地域を指定することと

されている。

○地域社会の中心となる地方都市およびその周

辺地域の市町村からなる地域であること

○自然的・経済的・社会的条件からみて一体とし

て整備が行われることが相当と認められる地域

である

○その地域の整備を図ることが、公共施設などの

整備

の状況、人 口および産業の将来の見通しなどか

らみて地方の発展の拠点を形成する意義を有

すると認められる地域であること

そしてこのような拠点都市の指定が、従来の定住

圏、広域市町村圏、広域生活圏と重なり、ないしは
一定の関連をもつて指定されることが記されている。

基本方針の中で法による整備効果、地方拠点都

市の要件等を総合的に勘案し、地方における拠点

形成の意義の高いものから指定することとし、地域
の数は、都道府県の人 口、面積等に応じ原則とし

て各都道府県、一から二箇所を限度とすることとし

ている。

2,3地 方拠点都市地域の指定状況

平成 7年 3月 末において、指定済み地域が70地

域、異議なし地域がH地域、協議対象地域が4地
域、合計85地域が地方拠点都市地域とされている。

各都道府県の地域の名称、中心都市、構成数は

表 1のとおりである。

表1:地方拠点地域の指定状況

2.4地 方拠点都市地域の現状

表 2で示しているように、全国の85あ る地方拠点

都市地域は、全国の人 口の23.43%、 面積で28.43%、

市町村数で32.3%の 地域が指定されている。産業で

は、一次・二次産業が全国より高いのに対し、都市
の拠点的役割を果たす二次産業が低い。下水道

普及率、人 口増加率の値も全国より低くなっている。
また、人 口密度だけが高くなっているのは地方拠点

都市地域が生活圏を中心に指定されているためと

考えられる。

I                                            __ 

―
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3.地 方都市圏の都市構造分析

3.1分析方法と指標の選択

地方拠点都市地域において各地域の中心都市、

周辺地域の特性及び、相対的位置関係を整理し、

分類をおこなう。分類に用いる手法として、SASプロ

グラムを使い多変量解析法の一つである主成分分

析を用いる。

地方都市圏の構造を、中心都市と周辺地域とに

分ける考え方から指標を選定した。地方都市圏に

おいて、中心都市がもつ役割として、都市の市街化

度、中枢性が重要な項 目であると考えられる。また、

人 口構造や産業構造、生活環境は、都市や地域

の客観的な仕組みを知る上で重要な項 目である。

以上より、ここで用いる指標は、各項 目(人 口構造、

市街化度、中枢性、産業構造、生活環境 )に対応

させ抽出した。周辺地域では、中心都市の特性を

表す市街化度と中枢性の項 目を除いた。また、村

単位でのデータを収集するときに、欠如のないデー

タを抽出したため中心都市と指標が異なる。

表3:中心都市の指標の抽出

対する各中心都市の人口割舎

生活環境

監融機関数

主宅地価

注)指標の出典先、統計年次は、補注で記す。

3.2主 成分分析

表 3、 4にあげる指標より主成分分析をし、固有値

(1.O以 上 )、 寄与率の信頼レベル、および分析結
果が都市分類に用いられるということより、中心都

3.2.1中 心都市

中心都市では、第一主成分の意味を「都市の拠

点性」の大小を示すものとした。ここで意味する都

市の拠点性とは、生産年齢人 口(15～ 64歳 )の割

合、市街化度を示す可住地人 口密度・DID地区面
積、都市の中枢性を示す拠点都市地域の人 口に

対する各 中心都市の人 口割合・銀行預金残高が

それぞれ高いことことから解釈した。また、産業構造

では第二次産業の割合が高いことも都市の拠点性

を示すものと解釈した。生活環境では、持ち家比率

や病床数は負に寄与しているものの、都市計画人

口や金融機 関数は正に寄与しており、都市の拠点

性を表すと解釈できる。

第二主成分が示しているものは、産業構造では、

第二次産業が正の高い値を示しており、生産機能

の集積の高さを示している。市街化度、中枢性では、

特に高く寄与している指標がない。生活環境では、

持ち家比率が高く寄与している。以上より、第二主

成分は、生産機能の集積と住宅所有環境の大小

を表す軸といえる。

市、周 辺地域 とも第 二主成分まで採用した。以 下

に考察を行う。

表5,中心都市の主成分分析結果

中枢性

表6:周辺地域の主成分分析結果

座素構造

生活環境
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3.2.2周 辺地域

周辺地域では、第一主成分の意味を「地域の

活力」の大小を示すものとした。人 口構造では、生

産年齢人 口(15～ 64歳 )の割合、人 口密度 。人 口

増加率が高く表れている。産業構造では、第二次

産業。第二次産業の割合が高い。また、生活環境

では、着工新設住宅戸数、課税射象所得額、病

院。一般診療所数、都市計画人 口、都市計画面積

が高く、郊外化が広がる成長する地域とも考えられ

る。

第二主成分が示しているものは、人 口構造では、

老年人 口が正に高く寄与し、生産年齢人 口、人 口

増加率は負に寄与していることから、第一主成分と

は逆のことがわかる。産業構造では、第二次産業が

正、第二次産業が負に高く寄与しており、第一次

産業の値は低いことから、第二次産業一第二次産

業の軸がとれる。生活環境では、公園面積が負に

高く寄与しているのに対し、他はすべて正であるが

第一主成分の値よりかは小さいため、軸の意味する

ところは少ないといえる。以上より、第二次主成分の

軸の意味は、第二次産業一第二次産業の集積を

表すとともに、老年人 ロー生産年齢人 口も表すと

いえる。

3,2,3相 関図の解釈

各 中心都市と周辺地域の主成分分析の主成分

得点値をとることにより、相関図 (図 1、 図2)を描き、

分析の結果から得られた中心都市と周辺地域の関

係を明らかにする。ここで、理解しやすいよう1こ第一

象限、第二象限、第二象限、第四象限をそれぞれ

類型 1、 類型 2、 類型 3、 類型 4とする。

中心都市の相関図 (図 1)を類型化し、類型の中

の1つの都市を取りあげている。それはあくまでも、

各類型を特徴付けるためであり、すべてが同質の

都市ではない。類型が同じである都市群は、同じよ

うな都市の傾向があるということにすぎない。

類型 1は、都市の拠点性がみられ第二次産業が

集積している都市群である。特に豊 田市は、34万

人都市であり、人 口規模で集積していることがわか

るがその集積の理由としてトヨタ自動車の工業出荷

額が特に高く工業集積があるために、卸売機能も

急成長がみられる。

類型2は、都市の拠点性が低く、第二次産業が集

積している都市群である。特に、大田原市を中心

都市にもつ栃木県北部では、周辺地域の人 口が

中心都市の人 口と大差がなくまた、人 口増加率も

同様のことがいえることから周辺地域が中心都市に

依存していないことがわかる。また、この地域では工

業の発展がある。

類型 3は、都市の拠点性が低く、第二次産業が集

積している都市群である。特に、名護市においては

拠点性がみられるものの他の地域と比べると拠点

性が低いことが示されており、産業では、農林水産

業、観光・リデート産業などの発展が進められてきて

いる。

類型4は、拠点性が高く、第二次産業が集積して

いる都市群である。この類型の中で特徴的なことは、

北海道の中心都市8都 市のうち7都市がこの類型の

なかにある。ここでいえることは、北海道の都市群は

拠点性が高くまた産業も第二次産業が高いという

傾向にあることがわかる。

次に、周辺地域の相関図 (図 2)を類型化する。

類型 1は、地域の人日の中で生産年齢人 口割合

が高く、地域に活力があり、生活環境が良好な地

域群である。

類型2は、老年齢人 口割合が高く、地域の活力

に欠けている。また、第二主成分の軸で正にとびぬ

けて高い地域がないため第二次産業に特化してい

る地域がないということである。

類型 3は、類型 2と同じく地域の活力に欠けている。

また、帯広、北見、函館の地域は第二主成分の主

成分値が負に高いことより、第二次産業の割合の

高い地域であるといえる。

類型4は、第一軸の値が4.0以 下であり、類型 1の

4.0以 上の地域よりは都市の活力や生活環境の良

好さには劣る。また、釧路、苫小牧、沖縄の地域は

第二次産業の割合が高いといえる。

3.2.4中 心都市と周辺地域の関係

主成分分析で得られた相関図 (図 1、 図 2)をもと

に、同じ類型にある中心都市はどのような周辺地域

をかかえているのか、逆に同じ類型にある周辺地域

はどのような中心都市をもつているのかをみることに

より中心都市と周辺地域の関係を明らかにする。

表 7にクロス分類を示す。全体的傾 向としては、
「右肩下がり」がみられる。すなわち、拠点地域数の

増加の点からみると、中心都市が類型 11こ分類され

る場合はその周辺地域も類型 1に、中心が類型2の

場合は周辺が主に類型 1、 2に 、中心が類型3の場

合は周辺が類型 2、 3に、中心が類型 4の場合は周

辺が類型 3、 4にそれぞれ分類されるものが多いこと

がわかる。以下では、中心都市の類型に従い意味

付けを考えていく。

一
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図 1:中 心 都 市 の 各 主 成 分 得 点 に よ る 相 関 図

図 2:周 辺 地 域 の 各 主 成 分 得 点 に よ る 相 関 図

表7:中心都市と周辺地域のクロス表
1)中 心都市が類型 11こあるとき(14都市 )

合計で14都市あり、そのうち9都 市は周辺地域の

分類で1類型とされる周辺を抱えている。このことよ

り、拠点性があり第二次産業の集積のある中心都
市は、地域に活力があり第二次産業の集積もみら

れる周辺地域を持つ傾向にあるといえる。

2)中心都市が類型 2にあるとき(25都市)

合計で25都市あり、抱えている周辺地域をみると
類型 1、 2にあるが、全体的には分散している傾向
にあるともいえる。従ってこの場合は、中心都市の

拠点性が低いことが、地域に活力があるかどうかは

決定的ではない。
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3)中 心都市が類型 31こあるとき(24都市 )

合計で24都 市ある。そのうち18地 域が周辺地域
の類型 2に 、6地域が類型 3にそれぞれ分類される
周辺地域をかかえている。中心都市の拠点性が低
く第二次産業が主産業であるような中心都市は、
活力に欠ける周辺地域をかかえている。つまり、老

年齢人 日の割合が高く、生活環境が整っていない

地域が多いということである。また、第一次産業割
合が高いという傾向もみられる。

4)中心都市が類型 41こあるとき(22都 市 )
合計で22都 市がある。そのうち特に、9地域が類
型 3に 、7地 域が類型 41こ分類される周辺地域をか
かえている。拠点性が高く、第二次産業の集積の

高い中心都市の場合、かかえる周辺地域は活力が

あるところとないところが含まれており、決定的傾 向
はみられない。ただ、産業面では、第二次産業の割
合が高い傾向がみられる。

以上、中心都市の類型より表 7のクロス表の意味
を考えてきた。総じていえば、以下の4つのかたちに
分けられる。

(1)都市圏全体に活力がある
この場合は、都市の拠点性が大きく、周辺

地域全体に活力があるケースである。たとえ
ば、播磨 (姫路)など。

(2)中 心都市に依存した都市圏
この場合は、都市の拠点性が大きく、周辺
地域に活力がないケースである。たとえば、
上川中都圏 (旭川 )など。

(3)周 辺地域に依存した都市圏
この場合は、都市の拠点性は小さいが、周
辺地域に活力があるケースである。たとえば、
栃木県南部 (足利 )など。

(4)都市圏全体に活力がない
この場合は、都市の拠点性も小さく、周辺
地域に活力がないケースである。たとえば、
高知県西南 (中 村 )など。

以上にあげた具体的な4つの地域は、「都市の拠
′や陛」と「地域の活力」においてその構造が大きく異
なっている分類である。したがって、これらの地域で
は各々の実状にあった地域政策がとられる必要性
がある。

4。 まとめ

本研究では、地方拠点都市法が進めようとしてい

る政策が、どのような地域を対象としているかを明ら
かにする目的で、指定地域の市町村毎にデータを

収集し分析を行つた。同じような地方都市圏とされ
ている地域について、中心都市と周辺地域の関係
から分類を試み違いを明らかにした。本法が地方の

活性化を促進するためなのか、地方都市の規模の

増大を図ることによる国土軸の一翼を担う都市の形
成を求めているのかなど、政策の曖味さをもう一度
確認し、地域の特性、実状にそくした整備対策を実
施する必要がある。

今後の研究課題としては、1)表 7のクロス分類か
ら明らかになった関係性について、それを裏付ける
理論的根拠を示す、2)地域の空間的広がりである
地理的条件や交通ネットワークなどを考え、都市構
造の空間的条件を加味した検討を行う、ことであ
る。

補注

指標の出典先、統計年次は以下の表で示す。

人口構適

、口密度

国勢調査

市街化度

各中心都市の人口劇モ 倒勢調査

再三次産菓割合

生活環境 住宅続計関
=

躊床数

甚融機関数

個人所得指標

七宅地価 1995年
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